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－１－ 

議案第１７号  
   「上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償

に関する条例施行規則の一部を改正する規則の制定について」要旨  
 
１  趣  旨  
  被用者年金制度の一元化及び行政不服審査法の全部改正に伴い、所要の

改正を行う。  
 
２  内  容  
 (1 ) 被用者年金制度の一元化に伴い、年金の種類について規定の整備を行

う。（第４号様式、第５号様式、第７号様式及び第１０号様式関係）  
   別紙「新旧対照表」参照  
 

(2 ) 行政不服審査法の全部改正に伴い、補償の決定に不服がある場合に審

査請求できる期間について、「決定があったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内」を「決定があったことを知った日の翌日から起算

して３か月以内」に改める。（第１５号様式から第２１号様式関係）  
   

 
 (3 ) その他  
  字句の整理を行う。  
 
３  施行期日  
  ( 1 )については公布の日、 ( 2 )については平成２８年４月１日  



 

－２－ 

別紙  

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行規

則（平成１９年上尾市教育委員会規則第２号）新旧対照表（第４号様式のみ掲載）  

 

現行  改正後（案）  

第４号様式  

（注）１～３  （略）  

4 この請求書を提出するときに、請求する

休業補 償と 同一 の事 由によ って 次に 掲げ

る年金 の給 付を 受け ている 場合 には 、そ

の年金 の種 類、 年額 、支給 開始 年月 、年

金証書 の記 号番 号及 び所轄 年金 事務 所等

を記載した書類を添付すること。  

(1)  厚 生 年 金 保 険 法 の 規 定 に よ る 障 害

厚 生 年 金 (以 下 単 に 「 障 害 厚 生 年 金 」

と い う 。 )及 び 国 民 年 金 法 の 規 定 に よ

る障害基礎年金 (同法第 30 条の 4 の規

定による障害基礎年金並びに国家公務

員共済組合法、地方公務員等共済組合

法、私立学校教職員共済法及び厚生年

金保険制度及び農林漁業団体職員共済

組合制度の統合を図るた め の 農 林 漁業

団 体 職 員 共 済 組 合 法 等 を 廃 止 す る 等

の 法 律 (平成 13 年法律第 101 号 )附則

第 2 条第 1 項第 2 号に規定する旧農林

共済法の規定による障害共済年金の事

由と同一の事由により支給される障害

基礎年金を除く。以下単に「障害基礎

年金」という。 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号様式  

（注）１～３  （略）  

4 この請求書を提出するときに、請求する

休業補 償と 同一 の事 由によ って 次に 掲げ

る年金 の給 付を 受け ている 場合 には 、そ

の年金 の種 類、 年額 、支給 開始 年月 、年

金証書 の記 号番 号及 び所轄 年金 事務 所等

を記載した書類を添付すること。  

(1)  厚生年金保険法による障害厚生年

金又は被用者年金制度の一元化等を図

るための厚生年金保険法等の一部を改

正 す る 法 律 （ 平 成 ２ ４ 年 法 律 第 ６ ３

号。以下「平成２４年一元化法」とい

う。）附則第４１条第１項の規定によ

る障害共済年金若しくは平成２４年一

元化法附則第６５条第１項の規定によ

る障害共済年金（以下「障害厚生年金

等」という。）及び国民年金法による

障害基礎年金（同法第３０条の４の規

定による障害基礎年金及び平成２４年

一元化法附則第３７条第１項に規定す

る給付のうち障害共済年金、平成２４

年一元化法附則第６１条第１項に規定

する給付のうち障害共済年金、平成２

４年一元化法附則第７９条に規定する

給付のうち障害共済年金又は厚生年金

保険制度及び農林漁業団体職員共済組

合制度の統合を図るための農林漁業団

体職員共済組合法等を廃止する等の法

律（平成１３年法律第１０１号）附則

第２条第１項第２号に規定する旧農林

共済法による障害共済年金の事由と同

一の事由により支給される障害基礎年



 

－３－ 

 

 

 (2) 障害厚生年金 (当該補償の事由とな

っ た 障 害 につ い て障害 基 礎 年 金が 支 給

される場合を除く。 ) 

 (3) 障害 基礎年 金 (当該補償 の事由 とな

った障害について 障害厚生年金 が支給

される場合を除く。 ) 

 (4) 国民年金法等の一部を改正する法律

(昭和 60 年法律第 34 号。以下「昭和

60 年法律第 34 号」という。 )第 5 条の

規定による 改正前の船員保険法の規定

による 障害年金  

 (5) 昭和 60 年法律第 34 号第 3 条の規定

による 改正前の厚生年金保険法の規定

による 障害年金  

 (6) 昭和 60年法 律 第 34号第 1条の規 定に

よる 改正前の国民年金法の規定による

障害年金  

 

 

金を除く。以下単に「障害基礎年金」

という。）  

 (2) 障害厚生年金等 (当該補償の事由と

な っ た 障 害に つ いて障 害 基 礎 年金 が 支

給される場合を除く。 ) 

 (3) 障害 基礎年 金 (当該補償 の事由 とな

った障害について 障害厚生年金等 が支

給される場合を除く。 ) 

 (4) 国民年金法等の一部を改正する法律

(昭和 60 年法律第 34 号。以下「昭和

60 年法律第 34 号」という。 )第 5 条の

規定による 改正前の船員保険法による

障害年金  

 (5) 昭和 60 年法律第 34 号第 3 条の規定

による 改正前の厚生年金保険法による

障害年金  

 (6) 昭和 60年法 律 第 34号第 1条の規 定に

よる 改正前の国民年金法による 障害年

金  
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議案第１８号  
   「上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則の一部を改正

する規則の制定について」要旨  
 

１  趣  旨  
  地方自治法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。  
 
２  内  容  
  利用者負担額の減免等の決定に不服がある場合に審査請求できる期間に

ついて、「処分があったことを知った日の翌日から起算して ３０日 以

内」を「処分があったことを知った日の翌日から起算して ３か月 以内」

に改める。（第２号様式及び第３号様式関係）  
 

上尾市立幼稚園の利用者負担額に関する条例施行規則（平成２７年上尾市教育委員会規則

第６号）新旧対照表  
現行  改正後（案）  

教示  
 1 審査請求について  
   この処分について不服がある場合は、

こ の 処 分 があ っ たこと を 知 っ た日 の 翌
日から起算して ３０日 以内に、上尾市
長 に 対 し て審 査 請求を す る こ とが で き
ます。  

   なお 、この 処 分があった ことを 知 っ
た日の翌日から起算して ３０日 以内で
あ っ て も 、こ の 処分が あ っ た 日の 翌 日
か ら 起 算 して １ 年を経 過 し た とき は 、
審 査 請 求 をす る ことが で き な くな り ま
す。  

 ２  （略）  

 

教示  
 1 審査請求について  
   この処分について不服がある場合は、

こ の 処 分 があ っ たこと を 知 っ た日 の 翌
日から起算して ３か月 以内に、上尾市
長 に 対 し て審 査 請求を す る こ とが で き
ます。  

   なお 、この 処 分があった ことを 知 っ
た日の翌日から起算して ３か月 以内で
あ っ て も 、こ の 処分が あ っ た 日の 翌 日
か ら 起 算 して １ 年を経 過 し た とき は 、
審 査 請 求 をす る ことが で き な くな り ま
す。  

 ２  （略）  

 
 
３  施行期日

  平成２８年４月１日  
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議案第１９号  

   「上尾市立公民館管理規則の一部を改正する規則の制定について」  

要旨  

 

１  趣  旨  

  上尾市立公民館の登録の更新の手続き及び体育室個人開放の利用等につ

いて、公民館の適正な運営に資するため、所要の改正を行う。  

 

２  内  容  

(1 )   利用団体登録の有効期間と更新の設定  

   第４条第５項で、登録決定通知書の交付を受けた日から２年と改めた。

また、第４条の２で継続して登録する場合の更新の手続きを定めた。  

 

(2 )   利用の許可の特例（集会室兼体育室の個人利用）の許可要件の設定  

   第４条第２項で定めている登録団体の要件と同様に、第５条第２項で、

利用の許可の特例である集会室兼体育室の個人利用の許可要件を、１号

では社会教育法の第２０条・２２条・２３条の規定の趣旨に反しないこ

と、２号では市内在住・在勤・在学であることを定めた。  

 

３  施行期日  

  公布の日  
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別紙  

上尾市立公民館管理規則（昭和６０年上尾市教育委員会規則第４号）新旧対照表  

 

現行  改正後（案）  

(利用の登録、変更及び廃止 ) 

第４条  （略）  

２～４  （略）  

５  前項の規定による登録の有効期間は ２

年 とし、その期間の経過によって、その

効力を失う。  

 

 

（新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(利用の許可の特例 ) 

第５条  前条第１項 の規定にかかわらず、

公民館 の施 設の うち 集会室 兼体 育室 につ

いては 、利 用登 録団 体によ る利 用を 妨げ

ないと 教育 委員 会が 認める 場合 に限 り、

同項の 規定 によ る登 録を受 けな いで 、利

用の許 可を 受け るこ とがで きる 。こ の場

合にお いて 、当 該集 会室兼 体育 室の 利用

は、条 例別 表に 規定 する体 育室 個人 開放

の利用として行うものとする。  

 

 

 

 

 

 

 

(利用の登録、変更及び廃止 ) 

第４条  （略）  

２～４  （略）  

５  前項の規定による登録の有効期間は 同

項の規 定に よる 通知 書の交 付を 受け た日

か ら ２ 年 と し 、 そ の 期 間 の 経 過 に よ っ

て、その効力を失う。  

 

 （登録の更新）  

第４条の２  前条第５項の有効期間の満了

後 引 き 続 き 利 用 の 許 可 を 受 け よ う と

す る 者 は 、 教 育 委 員 会 に よ る 登 録 の

更新を受けなければならない。  

２  前条の規定は、前条の規定による登録

の 更 新 に 係 る 手 続 に つ い て 準 用 す

る 。 こ の 場 合 に お い て 、 同 条 第 ５ 項

中 「 前 項 の 規 定 に よ る 通 知 書 の 交 付

を 受 け た 日 か ら 2 年 間 」 と あ る の

は 、 「 更 新 前 の 前 項 の 規 定 に よ る 登

録 の 有 効 期 間 の 満 了 し た 日 の 翌 日 か

ら 起 算 し て ２ 年 間 」 と 読 み 替 え る も

のとする。  

 
(利用の許可の特例 )  

第 ５ 条  第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら

ず、公 民館 の施 設の うち集 会室 兼体 育室

につい ては 、利 用登 録団体 によ る利 用を

妨げな いと 教育 委員 会が認 める 場合 に限

り 、 同 項 の 規 定 に よ る 登 録 を 受 け な い

で、利 用の 許可 を受 けるこ とが でき る。

この場 合に おい て、 当該集 会室 兼体 育室

の利用 は、 条例 別表 に規定 する 体育 室個

人開放の利用として行うものとする。  
２  前項の 規定に よ る利用の許 可を受 け る

ことが でき る者 は、 次に掲 げる 要件 のい

ずれにも該当する者とする。  
(1) その利用の目的が社会教育法第２０

条、第２２条及び第２３条の規定の趣

旨に反していないこと。  



 

－７－ 

 

 

(利用の許可の申請 ) 

第６条  利 用の許 可 を受けよう とする 者 は

上尾市立公 民館利 用 申請書 (第 ５号様 式 )

により 、利 用の 許可 に係る 事項 を変 更し

ようと する 者は 上尾 市立公 民館 利用 変更

申請書 (第 ６号様 式 )により、そ れぞれ、

教育委 員会 に申 請し なけれ ばな らな い。

ただし、 前条 の規定による利用の許可を

受けよ うと する 者は 、その 利用 の日 にお

いて、 上尾 市立 公民 館体育 室個 人利 用申

請書 (第７ 号様式 )に より、教育 委員会に

申請しなければならない。  

２  （略）  

 

(許可書等の交付 ) 

第７条  （略）  

２  前項の規定にかかわらず、 第５条 の規

定によ る利 用の 許可 につい ては 、上 尾市

立公民 館体 育室 個人 利用許 可書 兼領 収書

(第９号様 式 )を 当該 申請者に交 付して行

うものとする。  

 

(2) 市内に居住し、又は通勤し、若しく

は通学していること。  
 

(利用の許可の申請 )  
第６条  利 用の許 可 を受けよう とする 者 は

上 尾 市 立 公 民 館 利 用 申 請 書 (第 ５ 号 様 式 )
により 、利 用の 許可 に係る 事項 を変 更し

ようと する 者は 上尾 市立公 民館 利用 変更

申 請 書 (第 ６ 号 様 式 )に よ り 、 そ れ ぞ れ 、

教育委 員会 に申 請し なけれ ばな らな い。

ただし、 前条第１項 の規定による利用の

許可を 受け よう とす る者は 、そ の利 用の

日にお いて 、上 尾市 立公民 館体 育室 個人

利 用 申 請 書 (第 ７ 号 様 式 )に よ り 、 教 育 委

員会に申請しなければならない。  
２  （略）  
 
(許可書等の交付 )  
第７条  （略）  
２  前項の規定にかかわらず、 第５条第１

項 の規定による利用の許可については、

上尾市 立公 民館 体育 室個人 利用 許可 書兼

領 収 書 (第 ９ 号 様 式 )を 当 該 申 請 者 に 交 付

して行うものとする。  
 

 



 

－８－ 

議案第２０号  

   「上尾市立人権教育集会所管理規則の一部を改正する規則の制定につ

いて」要旨  

 

１  趣  旨  

  上尾市立人権教育集会所の適正な管理運営に資するため、所要の改正を

行う。  

 

２  内  容  

（１）使用団体の登録の設定  

 これまで旧第４条で使用の許可を定めていたが、実際には使用団体の登録

を行って運用してきた。新第４条では第１項で使用する者の登録について、

第２項で登録する要件、第３項で申請の方法、第４項で登録の変更、第５項

で登録の廃止を定めた。  

 

（２）使用の許可  

 旧第４条の文言整理を行って第５条とし、使用許可申請書、使用簿、使用

許可書の書式を定めた。  

 

（３）使用許可の制限  

 旧第５条の使用許可の制限のうち、第３号の「もっぱら私的営利を目的と

すると認めるとき」を新第４条第２項第２号で「営利を主たる目的としない

団体であること」としたため削除した。  

 新６条では新たに、第１号では新第４条第２項で定める内容に抵触すると

きを、第２号では公共の福祉を阻害するおそれのあるときを、第３号で管理

上支障のあるときを定めた。  

 

（４）遵守事項の設定  

 第７条で、管理上必要のある指導の根拠として、遵守事項を定めた。  

 

（５）許可の取り消し  

 第８条で、許可の取り消しについて、第１号で使用許可の条件や遵守事項

による指示に違反した場合、第２号で不正な手段で使用許可を受けたとき、
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第３号で使用制限の内容に該当したとき、第４号でその他管理上特に必要と

したときと定めた。  

 

（６）管理運営について別に定める規定の削除  

 旧第８条で「集会所の管理運営については、別に定める」という規定があ

ったが、第１０条の委任の規定の範囲内であるので削除した。  

 

３  施行期日  

  平成２８年４月１日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－１０－ 

別紙  

上尾市立人権教育集会所管理規則（昭和５０年上尾市教育委員会規則第４号）新旧対照表  

 

現行  改正後（案）  

（新設）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（使用の登録、変更及び廃止）  

第４条  集 会所を 使 用しようと する者 は 、

あ ら か じ め 、 上 尾 市 教 育 委 員 会 （ 以 下

「教育 委員 会」 とい う。） によ る登 録を

受けな けれ ばな らな い。た だし 、教 育委

員会が あら かじ め認 めた者 につ いて は、

この限りでない。  

２  前項本 文の規 定 による登録 を受け る こ

とがで きる 者は 、次 に掲げ る要 件の いず

れにも該当する団体とする。  

(1)  上 尾 市 立 人 権 教 育 集 会 所 条 例 （ 昭

和５０年上尾市条例第６号）第１条及

び第３条の規定の趣旨に反していない

こと。  

(2)  営 利 を 主 た る 目 的 と し な い 団 体 で

あること。  

(3) ５ 人 以 上 の 者 で 構 成 さ れ て い る こ

と。  

(4)  市 内 に 居 住 し 、 又 は 通 勤 し 、 若 し

くは通学する者によりおおむね構成さ

れていること。  

(5)  当 該 団 体 の 事 務 所 （ 事 務 所 を 有 し

ていない団体にあっては、当該団体の

代表者の住所）が市内に存すること。  

３  第１項 本文の 規 定による登 録を受 け よ

うとす る者 は、 上尾 市立集 会所 使用 団体

登録申 請書 （第 １号 様式） に、 上尾 市立

集 会 所 使 用 団 体 構 成 員 名 簿 （ 第 ２ 号 様

式）を 添付 して 教育 委員会 に申 請し なけ

ればならない。  

４  第１項 本文の 規 定により登 録を受 け た

者は、 当該 登録 に係 る申請 事項 に変 更が

生じた とき は、 速や かに教 育委 員会 に報

告しなければならない。  

５  第１項 本文の 規 定により登 録を受 け た

者が、 団体 の解 散等 により その 登録 の廃

止の申 出を する とき は、上 尾市 立集 会所

使 用 団 体 登 録 の 廃 止 申 出 書 （ 第 ３ 号 様

式）を 、教 育委 員会 に提出 しな けれ ばな

らない。  



 

－１１－ 

 （使用の許可）  
第４条  集会所の使用許可を受けようとす

る もの は、 あらかじめ集会所使用許

可申請書（第１号様式） を 上尾市教

育 委 員 会 （ 以 下 「 教 育 委 員 会 」 と い

う。） に提出しなければならない。

た だ し 、 集 会 所 使 用 許 可 申 請 書 は 、

教 育 委 員 会 が 定 め る 使 用 簿 に よ っ て

代えることができる。  
 
２  前項 の許可は、 集会所使用許可書（第

２号様式） を交付して行うものとする。  
 
 
 
 
 
 

（使用許可の制限）  
第５条  教育委員会は、使用者が次の各号

の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 集 会

所の使用を許可しないものとする。  
 
 
 
 
 
 
(1)   特 定 の 政 党 を 支 持 し 、 若 し く は こ

れに反対し、又はその他の政治活

動を行うと認められるとき。  
(2)   特 定 の 宗 教 を 支 持 し 、 若 し く は 特

定の教派、教団を支持し、又はこ

れ ら に 反 対 す る と 認 め ら れ る と

き。  
(3)  専 ら 私 的 営 利 を 目 的 と す る と 認 め

られるとき。  
(4)   そ の 他 集 会 所 設 置 の 目 的 に 反 す る

と認められたとき。  
 
（新設）  
 
 
 
 

 （使用の許可）  

第５条  集会所の使用許可を受けようとす

る者は、 上 尾市立集 会所使用許可申

請書（第４号様式） を 教育委員会 に

提出しなければな ら ない。 ただ し、

教 育 委 員 会 が あ ら か じ め 認 め た 者 の

使 用 に つ い て は 、 上 尾 市 立 集 会 所 使

用 簿 （ 第 ５ 号 様 式 ） の 記 入 に よ っ て

上 尾 市 立 集 会 所 使 用 許 可 申 請 書 の 提

出に代えることができる。  

２  前項本文 の許可は、 上尾市立集会所使

用許可書（第６号様式） を交付して行う

ものとする。  

３  教育委員会は、第１項本文の許可をす

る 場 合 に お い て 、 必 要 が あ る と き

は 、 当 該 許 可 に 係 る 使 用 に つ い て 条

件を付することができる。  

 

（使用許可の制限）  
第６条  教育委員会は、使用者が次の各号

の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 集 会

所の使用を許可しないものとする。  
(1)  第 ４ 条 第 ２ 項 各 号 の 規 定 に 該 当 し

なくなったとき。  
(2)  公 共 の 福 祉 を 阻 害 す る お そ れ が あ

ると認められるとき。  
(3)  集 会 所 の 管 理 上 支 障 が あ る と 認 め

られるとき。  
(4)   特 定 の 政 党 を 支 持 し 、 若 し く は こ

れに反対し、又はその他の政治活

動を行うと認められるとき。  
(5)   特 定 の 宗 教 を 支 持 し 、 若 し く は 特

定の教派、教団を支持し、又はこ

れ ら に 反 対 す る と 認 め ら れ る と

き。  
 
 
(6)   そ の 他 集 会 所 設 置 目 的 に 反 す る と

認められるとき。  
 

（遵守事項及び教育委員会の指示）  
第７条  教育委員会は、集会所の使用者の

遵 守 事 項 を 定 め 、 及 び 集 会 所 の 管 理

上 必 要 が あ る と き は 、 そ の 使 用 者 に

対 し 、 そ の 都 度 適 宜 な 指 示 を す る こ
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（使用許可の取消し）  
第６条  教育委員会は、使用者が 集会所の

使用目的又は使用 条 件に違反した と

き は 、 使 用 許 可 を 取 り 消 す こ と が で

きる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（損害補償）  
第７条  略  
 
 （管理運営）  
第８条   
 
 （委任）  
第９条  略  
 

とができる。  
 
 

（使用許可の取消し）  
第８条  教育委員会は、使用者が 次の各号

のいずれかに該当 す る ときは、 使用

許可を取り消すことができる。  
(1)  第 ５ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ る 条 件 又

は前条の規定による遵守事項若し

くは指示に違反したとき。  
(2)  不 正 な 手 段 に よ っ て 使 用 の 許 可 を

受けたとき。  
(3)  第 ６ 条 各 号 の い ず れ か に 該 当 し た

とき。  
(4)  前 ３ 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 集 会

所の管理上特に必要があると認め

るとき。  
 

（損害補償）  
第９条  略  
 
 削る。  
 
 
 （委任）  
第１０条  略  
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議案第２１号  

「上尾市立学校施設の開放に関する規則の一部を改正する規則の制定

について」要旨  

 

１  趣  旨  

  上尾市立学校施設の開放の適正な管理運営に資するため、所要の改正を

行う。  

 

２  内  容  

(1 )   利用団体登録の要件の整備  

    第８条第２項で、登録団体の要件を適正な形に改めた。これまで第７

条で定めていた、「市内に居住し、通勤し、又は通学する者で構成され

た１０人以上の団体で、」の文言を、第８条第２項で３つの号に分けて

定めた。  

１号は人数要件で、基本は１０人以上であるが、特別教室等の開放に

ついては５人以上と改めた。  

２号は構成員の要件で、おおむね市内在住・在勤・在学者と改めた。  

３号は団体の事務所（団体の代表者）の住所地で、市内に限定した。  

(2 )   利用団体構成員名簿の提出  

第８条第３項で、利用団体登録申請書に加え、利用団体構成員名簿の

提出を定めた。  

(3 )   特別教室等の利用団体登録の有効期間と更新の設定  

  第８条第５項で、有効期間を２年とした。また、第８条の２で継続して

登録する場合の更新の手続きを定めた。  

(4 )   利用の許可手続きの申請書提出期間の適正化  

  第１０条第２項の提出期限の初日を、「前月の１０日から」、現在公共

施設予約システムで運用している「２か月前の初日から」に改める。ま

た提出期限の最終日を、管理上の理由から利用しようとする日の「前７

日まで」を「前１０日まで」と改めた。  

 

３  施行期日  

  平成２８年４月１日  



 

－１４－ 

別紙  

上尾市立学校施設の開放に関する規則（昭和５６年上尾市教育委員会規則第５号）新旧

対照表  

 

現行  改正後（案）  

(定義 )  
第２条  こ の規則 に おいて「学 校施設 」 と

は、屋 外運 動場 及び 屋外運 動場 夜間 照明

施 設 (以 下 「 夜 間 照 明 施 設 」 と い う 。 )、
屋 内 運 動 場 (照 明 設 備 を 含 む 。 ) 、 特 別 教

室並び に学 校の 施設 内にあ る図 書館 分館

講座室をいう。  
 

(開放施設の利用 )  
第７条  開放施設は 、市内に居住し、通勤

し、又 は通 学す る者 で構成 され た１ ０人

以上の団体で、かつ 、次条の規定により

あらかじめ教育委員会 に登録されたもの

(以 下 「 利 用 団 体 」 と い う 。 )に 限 り 利 用

することができる。  
 

(利用団体の 登録 )  
第８条  開 放施設 を 利用しよう とする 団 体

は、あらかじめ教育委員会 に登録しなけ

ればならない 。  
２  前項の規定により登録しようとする団

体 は 、 上 尾 市 立 学 校 開 放 施 設 利 用 団

体 登 録 申 請 書 (第 １ 号 様 式 )を 教 育 委

員会に提出しなければならない。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(定義 )  
第２条  こ の規則 に おいて「学 校施設 」 と

は、屋 外運 動場 及び 屋外運 動場 夜間 照明

施 設 (以 下 「 夜 間 照 明 施 設 」 と い う 。 )、
屋内運 動場 、特 別教 室並び に学 校の 施設

内にある図書館分館講座室をいう。  
 
 

(開放施設の利用 )  
第７条  開 放施設 は 、次条の規 定によ り あ

らかじめ教育委員会 による登録を受けた

も の (以 下 「 利 用 団 体 」 と い う 。 )に 限 り

利用することができる。  
 
 
 

(利用団体の 登録等 )  
第８条  開 放施設 を 利用しよう とする 団 体

は、あらかじめ教育委員会 による登録を

受けなければならない 。  
２  前項の規定による登録を受けることがで

き る 団 体 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 要 件

のいずれにも該当する団体とする。  
(1) １ ０ 人 (特 別 教 室 及 び 学 校 の 施 設 内

にある図書館分館講座室を利用す

る団体にあっては、 5 人 )以上の者

で構成されていること。   
(2)  当 該 団 体 の 構 成 員 が 、 お お む ね 市

内に居住し、又は通勤し、若しく

は通学していること。  
(3) 当該団体の事務所 (事務所を有して

いない団体にあっては、当該団体

の代表者の住所 )が市内に存するこ

と。  
３  第１項の規定による登録を受けようと

す る 団 体 は 、 上 尾 市 立 学 校 開 放 施 設

利 用 団 体 登 録 申 請 書 (第 １ 号 様 式 )に
上 尾 市 立 学 校 開 放 施 設 利 用 団 体 構 成

員 名 簿 ( 第 １ 号 様 式 の ２ ) を 添 付 し
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３  教育委員会は、 前項の 申請があったと

きは、申請事項を 確認の上 上尾市立学校

開 放 施 設 利 用 団 体 登 録 証 明 書 ( 第 ２ 号 様

式 )を 交付する ものとする。  
 
 
 
 
 
 
４  利用団 体は、 登 録に係る事 項に変 更 が

生じた 場合 は、 速や かに、 上尾 市立 学校

開放施設利用団体登録事項変更届 (第３号

様式 )により教育委員会に届け出なければ

ならない。  
 
（新設）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(利用の許可手続 )  
第１０条  （略）  
２  前項の 利用許 可 申請書は、 利用し よ う

とする日の属する月の 前月の１０日から

利用しようとする日の前７日 までに提出

しなけ れば なら ない 。ただ し、 教育 委員

会が特 別の 理由 があ ると認 めた 場合 は、

この限りでない。  
 

て 、 そ れ ぞ れ 教 育 委 員 会 に 提 出 し な

ければならない。  
４  教育委員会は、 前項の規定による 申請

があったときは、申請事項を 確認の上、

登録すべきものと認めたときには、 上尾

市立学校開放施設利用団体登録証明書 (第
２号様式 )を 当該申請者に交付する ものと

する。  
５  前項の規定による登録の有効期間は、同

項 の 規 定 に よ る 利 用 団 体 登 録 証 明 書

の 交 付 を 受 け た 日 か ら ２ 年 間 と し 、

そ の 期 間 の 経 過 に よ っ て そ の 効 力 を

失う。  
６  利用団 体は、 登 録に係る事 項に変 更 が

生じた 場合 は、 速や かに、 上尾 市立 学校

開放施設利用団体登録事項変更届 (第３号

様式 )により教育委員会に届け出なければ

ならない。  
 

(登録の更新 )  
第８条の２  前条 第 ５項の有効 期間の 満 了

後引き 続き 開放 施設 を利用 しよ うと する

者は、 当該 開放 施設 の利用 の登 録の 更新

を受けなければならない。  
２  前条の 規定は 、 開放施設の 利用の 登 録

の更新 に係 る手 続に ついて 準用 する 。こ

の場合において、同条第 5 項中「前項の

規定に よる 利用 団体 登録証 明書 の交 付を

受けた 日か ら２ 年間 」とあ るの は、 「更

新前の 利用 団体 登録 証明書 の有 効期 間の

満了し た日 の翌 日か ら起算 して ２年 間」

と読み替えるものとする。  
 
 （利用の許可手続）  
第１０条  （略）  
２  前項の 利用許 可 申請書は、 利用し よ う

とする日の属する月の ２月前の月の初日

から利用しようとする日の前１０日 まで

に提出 しな けれ ばな らない 。た だし 、教

育委員 会が 特別 の理 由があ ると 認め た場

合は、この限りでない。  
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議案第２２号  

   「上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程の一部を

改正する訓令の制定について」要旨  

 

１  趣  旨  

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、教育長の

専決事項に関する規定を整備するほか、所要の改正を行う。  

 

２  内  容  

(1 )   審査請求書を受理することについて、新たに課長の専決事項に加える。

（別表第１の１の項第７号関係）  

(2 )   ５０万円以上の寄附（負担付寄附を除く。）の受入れを決定すること

について、教育長の専決事項から削り、副市長の専決事項とする。

（別表第１の１４の項第１号関係）  

 

３  施行期日  

  平成２８年４月１日  

 

 

 

 

 



 

○市長の権限に属する事務の補助執行に関する規則  抜粋  
（委員会等の職員への補助執行）  

第１条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２の規定に基づき、市長は、その権限に属する事務のうち、次の表の左欄に掲げる委員

会等の事務を補助する職員をして、それぞれ同表右欄に掲げる事務を補助執行させるものとする。  

教 育 委

員 会 事

務局  

教育長  １  １件１，０００万円以上２，０００万円未満の支出負担行為をすること。  

２  １件３，０００万円以上５，０００万円未満の支出命令をすること。  

３  寄附（負担付寄附を除く。）の受入れを決定すること。  

各部長  １  １件５００万円以上１，０００万円未満の支出負担行為をすること。  

２  １件２，０００万円以上３，０００万円未満の支出命令をすること。  

３  設計価格の金額が１件１３０万円以上１，０００万円未満の起工の決定、指名競争入札の参加者の指名及び見積り依頼

先の決定をすること。  

各 次 長 及 び 図 書

館長  

１  １件１００万円以上５００万円未満（工事請負費及び原材料費にあっては１件１３０万円以上５００万円未満）の支出

負担行為をすること。  

２  １件１，０００万円以上２，０００万円未満の支出命令をすること。  

各課長、教育セン

ター所長、中学校

給 食 共 同 調 理 場

所 長 及 び 図 書 館

次長  

１  報酬、賃金、旅費、需用費、役務費及び扶助費の支出負担行為及び支出命令をすること。  

２  工事請負費及び原材料費の１件１３０万円未満の支出負担行為をすること。  

３  その他１件１００万円未満の支出負担行為及び１件１，０００万円未満の支出命令をすること。  

４  設計価格の金額が１件１３０万円未満の起工の決定、指名競争入札の参加者の指名及び見積り依頼先の決定をすること。 

５  請負価格１００万円未満の各種工事検査をすること。  

 

○上尾市事務専決規程  抜粋  
（副市長の専決事項）  

第１０条  副市長は、次の各号に掲げる以外の事項に関することを専決することができる。  

（１）  市の境界変更  

（２）  市議会の招集  

（３）  市議会へ提出する議案及び報告  

（４）  重要な会議の招集及び付議案件  

（５）  条例、規則、訓令等の制定又は改廃  

（６）  予算の補正を必要とする事案の決定  

（７）  市行政の運営に関する基本方針の決定  

（８）  主要な新規事業の計画の樹立及びその実施方針の決定  

（９）  公共的団体の指揮監督  

（１０）  異議の申立て、訴訟及び和解  

（１１）  職員の任免、給与、賞罰その他重要な人事  

（１２）  ほう賞及び表彰  

（１３）  職員団体及び労働組合との協定等についての決定  

（１４）  １件２，０００万円以上の支出負担行為  

（１５）  １件５，０００万円以上の支出命令をすること。  
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（１６）  １件３００万円以上の予備費の充用又は予算の流用  

（１７）  １件の見積価格２００万円以上の物件の売却  

（１８）  １件１００万円以上の寄附の受入決定  

（１９）  設計価格の金額が１件２，０００万円以上の起工の決定及び指名競争入札の参加者の指名  

（２０）  設計価格の金額が１件２，０００万円以上の予定価格及び最低制限価格の決定  

（２１）  次に掲げる事項の処理で特に重要なもの  

ア  告示、指令、通達、申請、証明、調査、照会、回答、報告、復命等  

イ  請願及び陳情  

ウ  市政に関する市民の要望事項  

 

○上尾市教育委員会の権限に属する事務の決裁に関する規程  新旧対照表  

現行  改正後（案）  
別表第１（第１０条―第１２条関係）  

共通決裁事項・専決事項  

事項  事務  教 育 委

員 会 決

裁  

教 育 長

専決  

部長専

決  

次長専

決  

課長専決  

１

１  

行 政 手 続 法

（ 平 成 ５ 年

法 律 第 ８ ８

号 ） そ の 他

の 法 律 及 び

上 尾 市 行 政

手 続 条 例

（ 平 成 １ ０

年 上 尾 市 条

例 第 ４ 号 ）

に 基 づ く 行

政 手 続 に 関

する事項  

（ １ ）  審 査 基

準（重要な事

項に係るもの

を除く。）を

定め、及び公

にすること。  

    ○      

（ ２ ）  標 準 処

理 期 間 を 定

め、及び公に

すること。  

    ○      

（ ３ ）  処 分 基

準（重要な事

項に係るもの

を除く。）を

定め、及び公

にすること。  

    ○      

（ ４ ）  不 利 益

処分に係る聴

聞又は弁明の

機会の付与の

手続を執るこ

と。  

    ○      

別表第１（第１０条―第１２条関係）  

共通決裁事項・専決事項  

事項  事務  教 育 委

員 会 決

裁  

教 育 長

専決  

部長専

決  

次長専

決  

課長専決  

１

１  

行 政 手 続 法

（ 平 成 ５ 年

法 律 第 ８ ８

号 ） そ の 他

の 法 律 及 び

上 尾 市 行 政

手 続 条 例

（ 平 成 １ ０

年 上 尾 市 条

例 第 ４ 号 ）

に 基 づ く 行

政 手 続 に 関

する事項  

（ １ ）  審 査 基

準（重要な事

項に係るもの

を除く。）を

定め、及び公

にすること。  

    ○      

（ ２ ）  標 準 処

理 期 間 を 定

め、及び公に

すること。  

    ○      

（ ３ ）  処 分 基

準（重要な事

項に係るもの

を除く。）を

定め、及び公

にすること。  

    ○      

（ ４ ）  不 利 益

処分に係る聴

聞又は弁明の

機会の付与の

手続を執るこ

と。  

    ○      



 

 

 

 

【新設】  

 

 

 

１

２  

情 報 公 開 制

度 及 び 個 人

情 報 保 護 制

度 に 関 す る

事項  

（ １ ）  行 政 文

書の公開決定

等 を す る こ

と。  

        ○  

（ ２ ）  個 人 情

報の開示決定

等及び訂正決

定等をするこ

と。  

        ○  

１

３  

後 援 名 義 の

使 用 承 認 及

び 教 育 委 員

会 教 育 長 賞

の 交 付 に 関

する事項  

（ １ ）  後 援 等

名義の使用の

承認をするこ

と。  

    新 規 事

業 に 関

す る も

の  

  定 例 的 な

事 業 に 関

するもの  

（ ２ ）  教 育 委

員会教育長賞

の交付の決定

をすること。  

    新 規 事

業 に 関

す る も

の  

  定 例 的 な

事 業 に 関

するもの  

１

４  

そ の 他 の 事

項  

（１） 寄附（負

担付寄附を除

く。）の受入

れを決定する

こと。  

  ５ ０ 万

円以上  

５ ０ 万

円未満  

    

（ ２ ）  所 属 物

品の一時貸出

し を す る こ

と。  

        ○  

 

１

２  

行 政 不 服 審

査 法 （ 平 成

２ ６ 年 法 律

第 ６ ８ 号 ）

に 基 づ く 不

服 申 立 て に

関する事項  

 審査請求書の

受理をするこ

と。  

    ○  

１

３  

情 報 公 開 制

度 及 び 個 人

情 報 保 護 制

度 に 関 す る

事項  

（ １ ）  行 政 文

書の公開決定

等 を す る こ

と。  

        ○  

（ ２ ）  個 人 情

報の開示決定

等及び訂正決

定等をするこ

と。  

        ○  

１

４  

後 援 名 義 の

使 用 承 認 及

び 教 育 委 員

会 教 育 長 賞

の 交 付 に 関

する事項  

（ １ ）  後 援 等

名義の使用の

承認をするこ

と。  

    新 規 事

業 に 関

す る も

の  

  定 例 的 な

事 業 に 関

するもの  

（ ２ ）  教 育 委

員会教育長賞

の交付の決定

をすること。  

    新 規 事

業 に 関

す る も

の  

  定 例 的 な

事 業 に 関

するもの  

１

５  

そ の 他 の 事

項  

（１） 寄附（負

担付寄附を除

く。）の受入

れを決定する

こと。  

      

    

５ ０ 万

円未満  

    

（ ２ ）  所 属 物

品の一時貸出

し を す る こ

と。  

        ○  
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